






































































































第 5 章では，第 6 章以下の分析に先立って，米国における先行研究についてまとめる。
研究における分析視点および明らかとなっている事実について確認するとともに，本研究
の鳥瞰図を提示する。 












のように解釈されるかは自明ではない。本章では Lev, Ryan and Wu [2008]の分析方法を利
用し，さらにそれを拡張しながら，この点について検討する。 
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2.1  財務諸表の訂正の実態 
2.1.1 訂正全体の傾向 
 わが国における財務諸表の訂正の状況を調査するために，訂正が急増した期間を含む
2004 年から 2009 年を調査期間として決算短信の財務諸表の訂正情報 3,335 件を抽出し，
その特徴を検討した。 
訂正件数は，2004 年の 277件から 2007 年の 766件におよそ 2.8 倍増加し，その後，内

























 上述の結果を受けて，調査対象期間において公表された当期純利益の訂正情報は 244 件
について詳細に分析した。財務諸表の訂正件数が 2004 年から 2007 年に約 2.8 倍増加した



















































































































































 取締役に関する分析の結果， 利益訂正発生直後の CEOと CFOの交代率が利益訂正公表
期および続く 2 期間において統計的に有意に上昇していることが確認できた。さらに，利



























































































































4.1  サンプル 





























































4.6  予測モデル 
本研究で分析のベースなっている基本モデルは，財務特性を中心とした企業特性を表す
変数を組み込んだモデルであり，本研究は当該モデルを所与とした場合の結果である。そ
れゆえ，どのような基本モデルを想定するのかによって結果が変動する可能性がある。広
範な情報を利用した，より適切な予測（検出）モデルを開発する過程のなかで，発生項目
額情報と企業ガバナンス情報の利用を検討していく必要がある。 
利益訂正の予測モデルは学術的なものではなく，実用的な技術である。その開発におい
てはあらゆる可能性を検討する必要がある。虚偽記載の存在を会計測定面から検討する異
常発生項目額の分析結果が示すように，利益訂正のような特殊なイベントの予測において
は，広範な発生項目額に関するモデルからの異常発生項目額よりは，狭い発生項目額のグ
ループあるいは個別の発生項目額に関するモデルから計算される異常発生項目額の有用性
がより高い可能性がある。さらに，一定の会計構造を背景としたコンテクストのある分析
変数が予測モデルの検定力に追加的に貢献する可能性もある。それゆえ，多様な項目の背
景にある多様なコンテクストを生かした分析指標を検討し，モデルの改善を試みるべきで
あろう。 
 
